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業務提携及び共同出資による子会社設立のお知らせ 

 

当社は、2022年10月27日開催の取締役会において、株式会社レオンテクノロジー（以下 レオンテクノロジー、

本社：東京都豊島区、代表取締役社長：守井 浩司）との業務提携及び同社代表を務める守井浩司氏らとの共同出資

によるセキュリティサービスの提供に特化した子会社の設立を決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

１．業務提携及び子会社設立の目的 

当社グループは、「IT技術を駆使して価値を創造し、お客様とともに成長を続け、豊かな社会の実現に貢献する」

ことを理念とし、セキュリティ・ITインフラのトータルソリューションを提供しております。長期ビジョンとして

ネットワークセキュリティの新たなリーディングカンパニーを目指すこと、2024 年までの中期計画においては、

既存ビジネスの伸長に加え、サービスの開発・拡充、セキュリティ技術者の採用・育成、M&A等を取り組むテーマ

として掲げております。 

サイバー攻撃は、多様化・複雑化しながらの増加が止まらず、企業や自治体におけるセキュリティ対策の重要度

は高まる一方です。これらサイバー攻撃に対抗し、より多くの企業や自治体の安全を素早く守るべく、当社はホワ

イトハッカー集団である株式会社レオンテクノロジー（以下 レオンテクノロジー、本社：東京都豊島区、代表取

締役社長：守井 浩司）との協業を検討し、同社と業務提携を行うこと、及びレオンテクノロジーの代表を務める

守井浩司氏らと、セキュリティサービスの提供に特化した新会社を共同で設立することにこのたび合意しました。

今回の子会社設立により、当社グループにおけるセキュリティビジネス領域を拡大し、中期目標の達成、さらには

長期ビジョンの実現に向けた取組みを一層推進してまいります。 

なお、当社とレオンテクノロジーとの具体的な業務提携の内容は、今後両社で協議のうえ決定いたします。 

 

２．設立する子会社の概要 

（１） 名 称 セグエセキュリティ株式会社 

（２） 所 在 地 東京都中央区新川一丁目16番３号 

（３） 代表者の役職・氏名 
代表取締役会長 愛須 康之 

代表取締役社長 守井 浩司 

（４） 事 業 内 容 

マネージドセキュリティサービスの提供 

セキュリティ調査・診断・コンサルティングサービスの提供 

情報漏洩対策機器・ソフトウェア・サービスの提供 

セキュリティ教育・訓練サービスの提供 



セキュリティシステムの設計・構築・設定サービスの提供 

（５） 資 本 金 4,000万円 

（６） 設 立 年 月 日 2022年11月（予定） 

（７） 大株主及び持株比率 

セグエグループ株式会社 60％ 

守井 浩司  35％ 

小俣 圭司   5％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 当該会社は当社の子会社となる予定です。 

人 的 関 係 
当社役員３名が当該会社の代表取締役、取締役、監査

役を兼任する予定です。 

取 引 関 係 

当該会社の管理業務を受託する予定です。また、今後

当該会社へ事業における必要資金の貸付を行う予定

です。 

 

３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社レオンテクノロジー 

（２） 所 在 地 東京都豊島区池袋２丁目52番８号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 守井 浩司 

（４） 事 業 内 容 

セキュリティ診断サービスの提供 

セキュリティ対策サービスの提供 

フォレンジック調査（セキュリティインシデント調査・対応） 

ネットワーク・インフラの構築・運用・保守 

（５） 資 本 金 5,000万円 

（６） 設 立 年 月 日 2005年３月16日 

（７） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません。 

 

４．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2022年10月27日 

（２） 子会社設立年月日 2022年11月（予定） 

（３） 業務提携契約締結日 2022年11月（予定） 

（４） 事  業  開  始  日 2023年１月１日（予定） 

 

５．今後の見通し 

本件業務提携及び子会社設立が2022年12月期の当社連結業績に与える影響は、軽微であります。本件は、中長

期的に当社グループの企業価値向上に資するものと考えております。 

今後、公表すべき事項が発生した場合には、速やかにお知らせいたします。 

以 上 


